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1. はじめに 

1.1 研究背景と目的 

 近年、高度経済成長期に整備された公共施設が更新時期を迎える中

で、厳しい財政事情と人口減少を受け、公共施設マネジメントに取り

組む地方自治体(以後「自治体」)が増えている 1)。しかし自治体が保

有する公共施設では、基本的に民間企業のように収益性を評価指標と

することができないため、今後どのような施設整備を行うべきか具体

的な方向性を確認・検証する客観的な指標が少ない。 
例えば公共施設では、中部地方整備局営繕部による官庁営繕事業に

おける事業評価手法(事後評価)の説明資料 2)のなかでも、「費用便益分

析がなじまないことから、事業計画の合理性は代替案との経済比較等

により確認している」と記載されているように、社会全体のメリット

を貨幣換算する便益と施設整備・運用の費用を比較し評価する費用便

益分析手法が確立していない。また公共施設を対象とした費用便益分

析に関する既往研究も少なく、個々の公共施設の必要性や事業性、再

整備の方向性などを確認する客観的な指標が少ないことから、庁内外

の調整や合意に多くの時間や手間が必要になる場合が多い。 
しかし土木分野では、公共事業の合意をとるための一つの指標とし

て費用便益分析による政策評価が一般的に用いられており、基本的に

事業を行う便益が事業にかかる費用を上回ることが求められる 3)。ま

た便益算出を扱った既往研究も多く 3）、国土交通省の小規模公園費用

対効果分析手法マニュアル 4) 、旅行費用法を用いて公園整備やレク

リエーションサイトの便益を算出した大野ら 5)川除ら 6)による論文な

どが挙げられる。 
そこで本論では、公共施設における今後の整備手法の方向性検討や

利害関係者の合意形成を促す客観的な評価指標の確立を目指し、旅行

費用法に基づく既存公共施設の費用便益分析手法の提案を行う。 
1.2 研究方法 

公共施設の大半は利用料が無料であり、有料施設であっても減免な

どにより実質無料である場合が多い。また基本的に公共施設では、道

路や空港のように経済的な効果を直接評価することは難しい。さらに

民間施設に比べ公共施設には明確な市場価格がなく、施設情報なども

最低限しか整理されていない場合が多い。 
そこで本論では、旅行費用法の一つであるクーン・タッカー・モデ

ル 7)8)を用いて公共施設の便益を算出する手法を検討した注 1）。さらに

公共施設の利用期間(以後「寿命」)を設定し、その費用を寿命までの

便益や取得費や調査年度の費用を基に簡易的に算出することで、既存

公共施設の再整備の必要性を寿命までの便益が費用を上回るかどう

かで判断する費用便益分析手法を提案する。 
なお本論で提案する分析手法が現実の公共施設の運用管理におい

て有用であるかを確認するために、公共施設の利用に関する住民アン

ケート(以後「アンケート」)を実施し、便益算出に必要となる住民情
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報を収集する必要がある。また費用算出に必要となる施設情報につい

ても、自治体職員の作業負担を最小限にするには出来る限り自治体が

通常収集している財務情報や公共施設等総合管理計画 9) (以後「総合

管理計画」)などの公開情報の活用が望まれる。そこで本論では、埼

玉県鴻巣市(以後「鴻巣市」)において調査・検証を行った 10)11)12)。 
 
2. 費用便益分析の算出対象 

2.1 鴻巣市及び対象施設の概要 

鴻巣市は埼玉県県央部に位置し、2005 年に吹上町・川里町と合併

した人口 11.9 万人(2015 年)、面積 67.44km2 の自治体である 13)。な

お鴻巣市は 2015 年 3 月に発表した総合管理計画 14)のなかで、財政状

況の改善のために保有する公共施設の全延床面積の 18.6％を総量削

減する目標を掲げている。 
なお分析対象施設は、住民が自発的に利用する施設ではない学校・

市役所などを除外し、市内に代替可能な施設が存在する市民文化系施

設(17 施設)、社会教育系施設(4 施設)、子育て支援系施設(8 施設)、ス

ポーツ・レクレーション施設(7 施設)の 4 用途施設とした。なおこの

うち 6 施設は 2 用途、2 施設は 3 用途の複合施設であるため、本論で

行った費用便益分析の対象施設数は 26 となった。この 26 施設が鴻

巣市の保有する施設全体に占める比率は、施設数で約 23％、延床面

積で約 15％である注 2)。 
2.2 アンケート調査の概要 

旅行費用法を用いて公共施設の便益を算出するには、公共施設を利

用する住⺠の個人属性や対象地区内の公共施設の利⽤状況に関わる

情報収集が必要となる。そこで 2019 年夏に、鴻巣市全域を対象とし

たアンケート調査を実施した(表 1、表 2、表 3)。 
 

 

2.3 アンケート調査結果 

アンケートの回収数 2,189 件(紙 1,964 件、Web225 件)のうち、便

益算出に活用できる有効回答数は 1,370 件であった。また 60 代以上

の回答率が 60.5％(図 1)と、2020 年の老齢(65 歳以上)人口の 29.2％
15)と比べ高齢者の比率が高い結果となった。しかし本論では、施設・

性別・世代別に「1 人あたり便益」を算出後、2015 年の鴻巣市の性

別・世代別人口を用いて総便益を算出することから、アンケート回答

者属性の偏りが総便益に与える影響はないと考えられる。 
またアンケートでは、複合施設を一施設として質問項目を整理して

いるため、回答者が複合施設のどの用途施設を利用したか明らかにな

らない。そこで、回答者の施設までの移動時間および移動手段より道

路距離を推計し、居住地・施設間の道路距離との差が最小となる用途

の施設を利用したものと仮定する。ただしタクシーは利用者が少なか

ったことから、分析対象外とした。 
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3.1 費用算出手法 

費用便益分析の費用は、施策実施に必要となる総費用と捉えること

ができる。そこで本論では、各公共施設の費用を当該施設の運用・維

持に要する経費(取得費や運用費などの合計)と見なし、鴻巣市から入

手した財務情報及び施設情報を用いて算出した。 
これらの考察を踏まえ、既存施設の寿命全体における費用(以後「総
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なお本論では、対象施設の取得費は建設工事費デフレーターを用い

て 2015 年度の価格に換算した。また管理費や委託費(直営の場合は

自治体職員の人件費概算)から施設利用料などの収入を除して 2015
年度の費用を算出した。なお工事委託費については、調査年度によっ

てばらつきが発生するため費用から除いている。 
また該当施設の利用期間は調査で収集した情報だけでは予測でき

ないが、RC 造事務所の法定耐用年数が 50 年に設定されていること

から、本論では寿命を一律 50 年に設定した注 3)。 
3.2 便益算出手法 

(1) 施設費用一回当たりの一般化費用 

費用便益分析の便益は、施策実施に対する住民の支払い意思額と捉

えることができる。ここで支払い意思額とは、住民が公共サービスに

支払っても良いと感じる最大金額を指す。 

そこで本論では、対象施設の利用回数が 0（施設廃止）となった場

合の補償変分（当初の効用水準を確保するために必要となる利用者の

所得の補填費用）を当該施設の運用による便益と捉え、その施設利用
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報を収集する必要がある。また費用算出に必要となる施設情報につい
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時の移動コストである施設𝑗𝑗𝑗𝑗の利用 1 回あたりの一般化費用𝑝𝑝𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗は式 2
で表される。 

𝑝𝑝𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗 = �𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑝𝑝𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑗𝑗𝑗𝑗∈𝑇𝑇𝑇𝑇

𝑝𝑝𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 = 2�𝑓𝑓𝑓𝑓𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗�
�式 2� 
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𝑇𝑇𝑇𝑇 移動手段集合   𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 移動手段𝑘𝑘𝑘𝑘の選択確率
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なお時間価値𝑣𝑣𝑣𝑣として、移動距離 5km の 1 人あたり時間価値 16)11.4 

[円/分] を用いた。また「車・バイク」では、乗用車の走行経費原単

位 17)より 1 km あたり 23.62 円の費用が掛かると仮定した。なお公

共交通の運賃が回答から得られない場合は、居住地から施設までの道

路距離による交通費の回帰式から推計した。 
① 移動距離回帰式の推定 

移動手段別に，以下の推定移動距離𝑑𝑑𝑑𝑑に対する回帰式を推定する。

ここではリンク関数を ln とするガンマ分布による一般化線形モデル

を利用した(式 3)。また推定では AIC による変数選択を行った。 
なお利用されていない移動手段に対しては、距離推定された回帰式

の逆関数より推定移動時間𝑡𝑡𝑡𝑡を推定した(式 4)。 

ln 𝑑𝑑𝑑𝑑 = 𝛽𝛽𝛽𝛽𝐶𝐶𝐶𝐶 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝐺𝐺𝐺𝐺𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑇𝑇𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑇𝑇𝑇𝑇𝑆𝑆𝑆𝑆 ln 𝑡𝑡𝑡𝑡 �式 3� 
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② 運賃回帰式の推定 

バス・電車に対して、以下の運賃𝑓𝑓𝑓𝑓に対する回帰式を推定する。こ

こではリンク関数を ln とするガンマ分布による一般化線形モデルを

利用した(式 5)。また推定では AIC による変数選択を行った。 
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③ ロジットモデルの推定 

施設𝑗𝑗𝑗𝑗の利用時における移動手段𝑘𝑘𝑘𝑘の選択確率𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗は、ロジットモデ

ルにより以下のように設定される(式 6)。 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 =
exp𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

∑ exp𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗∈𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 = 𝛽𝛽𝛽𝛽𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝐺𝐺𝐺𝐺𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝐷𝐷𝐷𝐷𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

�式 6� 

⎝

⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎛

𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 移動手段𝑘𝑘𝑘𝑘の確定効用  𝑝𝑝𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗 移動手段𝑘𝑘𝑘𝑘の一般化費用 �円／回�
𝛽𝛽𝛽𝛽𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑗𝑗𝑗𝑗 定数項 �移動手段別�
𝛽𝛽𝛽𝛽𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑗𝑗𝑗𝑗 性別ダミー �バス・電車のみ�  

𝛽𝛽𝛽𝛽𝐺𝐺𝐺𝐺𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑗𝑗𝑗𝑗 世代ダミー �バス・電車のみ�
𝛽𝛽𝛽𝛽𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝐷𝐷𝐷𝐷𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑗𝑗𝑗𝑗 運転習慣の有無ダミー �車・バイクのみ�
𝛽𝛽𝛽𝛽𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 一般化費用パラメータ ⎠

⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎞

 

(2) クーン・タッカー・モデルを用いた便益算出式 

本論では、一般的な旅行費用法では分析対象とならない「利用して

いない」行為も選好データとして扱うことが可能なクーン・タッカー・

モデルを用いて、対象施設の 2019 年度における便益𝑈𝑈𝑈𝑈𝑦𝑦𝑦𝑦を求めた注 4)。

クーン・タッカー・モデルの効用は式 7 注 5)、既存施設の寿命全体に

おける便益（以後「総便益」）𝑈𝑈𝑈𝑈の算出式は式 8 に示す。 

𝑈𝑈𝑈𝑈𝑦𝑦𝑦𝑦 = ln 𝑧𝑧𝑧𝑧 + � � Φ�𝒔𝒔𝒔𝒔, 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑗𝑗𝑗𝑗� ln�𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗Ψ�𝒑𝒑𝒑𝒑𝑗𝑗𝑗𝑗� + 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖�
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖

Φ�𝒔𝒔𝒔𝒔, 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑗𝑗𝑗𝑗� = exp�𝛽𝛽𝛽𝛽𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝐺𝐺𝐺𝐺𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑗𝑗𝑗𝑗�

Ψ�𝒑𝒑𝒑𝒑𝑗𝑗𝑗𝑗� = exp�𝛽𝛽𝛽𝛽𝐹𝐹𝐹𝐹𝑗𝑗𝑗𝑗𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑖𝑖𝑖𝑖𝐹𝐹𝐹𝐹𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑅𝑅𝑅𝑅𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑅𝑅𝑅𝑅𝑗𝑗𝑗𝑗�

s. t.  𝑦𝑦𝑦𝑦 = 𝑧𝑧𝑧𝑧 + � � 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗
𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖

�式 7� 

⎝

⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎛

 𝑧𝑧𝑧𝑧 合成財

𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑖 𝑖𝑖𝑖𝑖 施設分類,   𝑗𝑗𝑗𝑗 𝑗 𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑖𝑖𝑖𝑖) 施設

 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗 推定年間施設利用回数 �回�
𝐹𝐹𝐹𝐹𝑗𝑗𝑗𝑗 延床面積 [km2] �施設 24,25,26 を除く�
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑗𝑗𝑗𝑗 敷地面積 [km2] �施設 24,25,26 のみ�
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑗𝑗𝑗𝑗 1 km2メッシュあたりの道路面積 �km2／km2�
𝑦𝑦𝑦𝑦 1 人当たり年間所得 �円�
𝑝𝑝𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗 施設利用 1 回あたり推定一般化費用 �円／回�

𝜀𝜀𝜀𝜀𝑗𝑗𝑗𝑗 ランダム項,   𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖 パラメータ

𝛽𝛽𝛽𝛽𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑖𝑖𝑖𝑖 定数項,   𝛽𝛽𝛽𝛽𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝑃𝑃𝑃𝑃,𝑖𝑖𝑖𝑖 延床面積パラメータ

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑖𝑖𝑖𝑖 性別ダミー,   𝛽𝛽𝛽𝛽𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑖𝑖𝑖𝑖 敷地・延床面積パラメータ

𝛽𝛽𝛽𝛽𝐺𝐺𝐺𝐺𝑆𝑆𝑆𝑆𝐺𝐺𝐺𝐺,𝑖𝑖𝑖𝑖 世代ダミー,   𝛽𝛽𝛽𝛽𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑅𝑅𝑅𝑅𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑖𝑖𝑖𝑖 道路面積パラメータ ⎠

⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
⎟
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𝑈𝑈𝑈𝑈 = 𝑈𝑈𝑈𝑈𝑦𝑦𝑦𝑦𝐿𝐿𝐿𝐿 �式 8� 

 
3.3 対象施設の費用便益 

(1) 対象施設の費用 

 対象施設の 2015 年度の費用は、最小 2.0 百万円、最大 235.9 百万

円と、施設による相違が大きい状況が判明した。また取得費を含めた

総費用を算出したところ、最小 148 百万円、最大 16,382 百万円と、

こちらも施設による相違が大きい状況が判明した。 
そこで施設情報から費用の傾向を予測できるか確認するため、施設

情報のうち延床面積・年間利用人数・取得費と総費用の決定係数 R2

を算出すると、全て 0.8 以上と基本的に比例関係にある状況であった

（図 2）。特に利用人数や取得費については相関が高い。 
 以上の結果から、用途や規模が異なる公共施設であっても、基本的

に延床面積・年間利用人数・取得費が大きい施設ほど総費用は高くな

る傾向が見られる。そのため多くの総合管理計画で設定されている総

量や整備費縮減の目標設定は、便益が確保できることを前提にすれば

財政負担削減と連動すると考えて良いだろう。ただし年間利用人数を

減らす整備方針は利用者の立場から見れば望ましくないため、民間施

設の賃借など官民連携による費用縮減の工夫が必要になる。また施設

規模や利用者人数、取得費に対して費用が相対的に高い施設は、運用

手法の見直しが必要な状況にあると考えられる。 
(2) 対象施設の便益 

 対象施設の 2019 年度の便益は、最小 1.5 百万円、最大 854.6 百万

円と、費用同様に施設による相違が大きい状況が判明した。また総便

益を算出したところ、最小 75 百万円、最大 42,730 百万円と、こち

らも施設による相違が大きい状況が判明した。 
そこで費用同様に、施設情報から便益の傾向を予測できるか確認す
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るため、運用費同様に延床面積・年間利用人数・取得費と総便益の R2

を算出すると、全て 0.6 以下となった（図 3）。 
以上の結果から、施設規模や利用者人数、取得費が大きくても総便

益が高くなるとは限らないことが判明した。そのため便益の低い施設

のうち施設規模や利用者人数、取得費が大きな施設から優先的に統廃

合や機能移転を検討し施設総量を縮減する手法が、住民の負担や生活

環境の変化を最小限にしつつ財政負担の削減を実現する有用な手法

であると考えられる。またその他の便益が低い施設についても、売却

や譲渡を含め運用手法の見直しが求められるだろう。 
 

4. 鴻巣市における公共施設の費用便益分析 

4.1 費用便益比の算出 

一般的な費用便益分析は、国土交通省の大規模公園費用対効果分析

手法マニュアル 4)と同様の算出式(式 9)から費用便益比(以後「CBR」) 
を求め、この CBR が 1 より大きくなる場合は施策(施設整備)による

効果が費用を上回る施設であると評価する。 
なお公共投資の費用・便益は、長期間にわたって生じる。そこで異

時点間の便益や費用を算出する際には、一般的には社会的割引率(4%)
を用いて将来の値を割引いた現在価値に換算する。しかし本論では既

存施設が対象であり、過去から将来にかけて費用や便益を算出する必

要があるため、2015 年度の費用や 2019 年度の便益が寿命期間中に

継続すると見なし、社会的割引率は考慮しない。 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅 = ��
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶

(1 + 𝑖𝑖𝑖𝑖)𝐶𝐶𝐶𝐶−𝐶𝐶𝐶𝐶0

𝐶𝐶𝐶𝐶𝑛𝑛𝑛𝑛

𝐶𝐶𝐶𝐶=𝐶𝐶𝐶𝐶0

�

−1

�
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶

(1 + 𝑖𝑖𝑖𝑖)𝐶𝐶𝐶𝐶−𝐶𝐶𝐶𝐶0

𝐶𝐶𝐶𝐶𝑛𝑛𝑛𝑛

𝐶𝐶𝐶𝐶=𝐶𝐶𝐶𝐶0

�式 9� 

�
𝑡𝑡𝑡𝑡 評価期間   𝑖𝑖𝑖𝑖 社会的割引率

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑡𝑡𝑡𝑡年次の便益 �円�   𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑡𝑡𝑡𝑡年次の費用 �円�
� 

 
対象施設の CBR を算出した結果、最小は 0.1、最大は 14.5 と、総

便益や総費用同様に施設による相違が大きいことが判明した。また

CBR が 1 を超える施設は約 6 割(16/26 施設)であった。 

なお基本的に収益がなく金銭的な回収が困難な公共施設では、民間

企業と異なり費用に対する便益の大きさ(費用対効果)ではなく、負担

(費用)の大小が議論になる場合が多く、整備の可否や進捗に大きな影

響を与える。そのため既存公共施設の再整備の方向性を検討する際に、

金額が可視化されない CBR を指標とするのは不十分である。そこで

本論では CBR だけでなく純便益についても算出する。 
4.2 純便益から見た施設用途 

対象施設の総便益から総費用を除した純便益𝑈𝑈𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖を求める簡易式

(式 10)を用いて、純利益が正となる施設は更新の必要あり、負となる

施設は更新よりも統廃合や除却による再整備が望ましいと評価する。

なお CBR と同様の理由で、純便益でも社会的割引率は考慮しない。 

𝑈𝑈𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑈𝑈𝑈𝑈 𝑈 𝑈𝑈𝑈𝑈 �式 10� 

 
対象施設の純便益を算出した結果、最小－3,095 百万円、最大

35,978 百万円と、費用同様に施設による相違が大きい状況が判明し

た。また純便益が正になる施設は CBR>1 である施設と同じであるが、

CBR と純便益が連動しているとは限らないことが明確になった。 
さらに純便益と延床面積・年間利用人数・取得費の R2 を確認した

ところ、どれも 0.3 以下であり相関があるとは言い難い(図 4)。その

ため対象施設については、規模拡大・利用者増加対応・初期投資削減

などを行っても純利益を増加させる効果は少ないと考えられる。 
なお純便益の傾向を施設用途別に整理すると、市民文化系は基本的

に負の傾向、社会教育系は複合施設しかないものの市民文化系との組

合せを考慮すると正の傾向、子育て支援系は単独施設を見る限りほぼ

±0、スポーツ・レクレーション系は正の傾向が見られる(表 4)。 
この結果から、社会教育系やスポーツ・レクレーション系の施設は

便益が比較的高い状況が明確になったことから、不足している状況で

あれば積極的に整備すべき公共施設であることが明確になった。また

子育て支援系は比較的費用が高いことから、結果的に総便益が低いと

考えられるため民間委託が有効であると考えられる。一方で市民文化

系の便益は相対的に低く、全体的に施設運用手法の見直しや必要性の
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るため、運用費同様に延床面積・年間利用人数・取得費と総便益の R2

を算出すると、全て 0.6 以下となった（図 3）。 
以上の結果から、施設規模や利用者人数、取得費が大きくても総便

益が高くなるとは限らないことが判明した。そのため便益の低い施設

のうち施設規模や利用者人数、取得費が大きな施設から優先的に統廃

合や機能移転を検討し施設総量を縮減する手法が、住民の負担や生活

環境の変化を最小限にしつつ財政負担の削減を実現する有用な手法

であると考えられる。またその他の便益が低い施設についても、売却

や譲渡を含め運用手法の見直しが求められるだろう。 
 

4. 鴻巣市における公共施設の費用便益分析 

4.1 費用便益比の算出 

一般的な費用便益分析は、国土交通省の大規模公園費用対効果分析

手法マニュアル 4)と同様の算出式(式 9)から費用便益比(以後「CBR」) 
を求め、この CBR が 1 より大きくなる場合は施策(施設整備)による

効果が費用を上回る施設であると評価する。 
なお公共投資の費用・便益は、長期間にわたって生じる。そこで異

時点間の便益や費用を算出する際には、一般的には社会的割引率(4%)
を用いて将来の値を割引いた現在価値に換算する。しかし本論では既

存施設が対象であり、過去から将来にかけて費用や便益を算出する必

要があるため、2015 年度の費用や 2019 年度の便益が寿命期間中に

継続すると見なし、社会的割引率は考慮しない。 
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対象施設の CBR を算出した結果、最小は 0.1、最大は 14.5 と、総

便益や総費用同様に施設による相違が大きいことが判明した。また

CBR が 1 を超える施設は約 6 割(16/26 施設)であった。 

なお基本的に収益がなく金銭的な回収が困難な公共施設では、民間

企業と異なり費用に対する便益の大きさ(費用対効果)ではなく、負担

(費用)の大小が議論になる場合が多く、整備の可否や進捗に大きな影

響を与える。そのため既存公共施設の再整備の方向性を検討する際に、

金額が可視化されない CBR を指標とするのは不十分である。そこで

本論では CBR だけでなく純便益についても算出する。 
4.2 純便益から見た施設用途 

対象施設の総便益から総費用を除した純便益𝑈𝑈𝑈𝑈𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖を求める簡易式

(式 10)を用いて、純利益が正となる施設は更新の必要あり、負となる

施設は更新よりも統廃合や除却による再整備が望ましいと評価する。

なお CBR と同様の理由で、純便益でも社会的割引率は考慮しない。 
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対象施設の純便益を算出した結果、最小－3,095 百万円、最大

35,978 百万円と、費用同様に施設による相違が大きい状況が判明し

た。また純便益が正になる施設は CBR>1 である施設と同じであるが、

CBR と純便益が連動しているとは限らないことが明確になった。 
さらに純便益と延床面積・年間利用人数・取得費の R2 を確認した

ところ、どれも 0.3 以下であり相関があるとは言い難い(図 4)。その

ため対象施設については、規模拡大・利用者増加対応・初期投資削減

などを行っても純利益を増加させる効果は少ないと考えられる。 
なお純便益の傾向を施設用途別に整理すると、市民文化系は基本的

に負の傾向、社会教育系は複合施設しかないものの市民文化系との組

合せを考慮すると正の傾向、子育て支援系は単独施設を見る限りほぼ

±0、スポーツ・レクレーション系は正の傾向が見られる(表 4)。 
この結果から、社会教育系やスポーツ・レクレーション系の施設は

便益が比較的高い状況が明確になったことから、不足している状況で

あれば積極的に整備すべき公共施設であることが明確になった。また

子育て支援系は比較的費用が高いことから、結果的に総便益が低いと

考えられるため民間委託が有効であると考えられる。一方で市民文化

系の便益は相対的に低く、全体的に施設運用手法の見直しや必要性の
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確認が必要である可能性が高いと考えられる。

なお複合施設でも市民文化系と社会教育系の組合せの施設は便益

が比較的低いことから、単に複合化すれば便益が高くなる訳ではなく、

特に単独施設で便益が低い用途施設は便益が高い用途施設との組合

せが望ましいと考えられる。

5. 公共施設における費用便益分析の活用

5.1 見直しが必要な既存施設の優先順位

費用便益分析により、公共施設の満足度や必要性を客観的な金額で

評価することが可能になったため、既存施設の中から維持もしくは更

新する必要が相対的に低く、統廃合や機能移転など施設運用・管理の

見直しが不可欠な施設を抽出することが可能になった。しかし全ての

見直しを同時に実施することは出来ない場合が多い。そこで具体的な

見直しが必要な既存施設の優先順位を整理する手法を提案する。

なお大半の公共施設では、利用料金は無料もしくは安価に設定され

ていることから利用料金などで費用を回収することは事実上困難で

ある。そのため基本的には純便益が低い施設から見直しが必要となる

が、純便益が同程度であれば総費用が高い施設の方が再整備の優先順

位が高いと考えられる。例えば施設 1 と施設 5 の純便益はほぼ同程

度であるが、施設 1 の方が施設 5 よりも総費用が高いため、再整備

の優先順位は高いと評価する(図 5)。 

図 5 総費用と総便益の関係(図中の〇番号は施設 ID) 

図 4 対象施設の純便益と延床面積(左)・利用人数(中)・取得費(右)の関係 

表 4 対象施設の CBR 及び純便益 
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一方で追加整備が必要な施設の整備方針についても整理すること

が可能である。例えば再整備が必要な施設が複数あれば、総便益が高

い施設から整備することが望ましいが、一方で総費用を抑える工夫が

求められる。そのため仮にスポーツ・レクレーション系施設が不足し

ている場合に、学校施設の体育館・校庭・プールなどを住民開放・夜

間利用を実施する取組みは、新設よりも総費用を抑えることで純便益

を高める有効な手段であると考えられる。 
5.2 民間施設活用の有効性検討 

公共サービスの提供は必ずしも公共施設である必要はないため、民

間施設に移転させることでサービスの質を確保しながら費用削減を

実現する官民連携の検討が求められている。 
そこで再整備の検討が必要な既存施設のうち、総費用が相対的に高

く民間施設利用料金以上になる施設は、民間施設の活用を積極的に検

討し保有施設の総量縮減を目指すべきである。例えば老朽化した 2 校

のプールを更新せずにプール授業の民間委託に切り替えた千葉県佐

倉市の事例 18)は、この条件に該当すると考えて良いだろう。一方で総

便益・総費用ともに低い施設は民間委託には適さないため、積極的に

地域住民や民間企業への譲渡・売却を検討するべきである。 
 
6. おわりに 

 本論では、クーン・タッカー・モデルを用いた旅行費用法に基づく

既存公共施設の費用便益分析手法を提案し、鴻巣市の 26 施設を対象

にアンケートの結果や施設情報などを用いて検証を行ったところ、従

来の評価手法では困難な用途が異なる複数の既存公共施設を同等に

評価する指標を示すことが可能であることが判明した。 
なお本論の提案手法により、住民の満足度や必要性が高い公共施設

の抽出が可能となり、再整備が必要な施設の優先順位や方向性の提示

や客観的な指標を基に庁内や住民らへの再整備の必要性や方向性を

説明する根拠として、公共施設の費用便益を算出し活用することが有

用であることを確認した。以下にその詳細を示す。  
 

・公共施設の総費用は、延床面積・年間利用人数・取得費といった施

設情報とほぼ比例関係であることが判明したため、施設規模や投資

金額から将来的に必要となる費用を概算することは可能だが、総便

益を予想することは難しい。 
・公共施設の純便益は用途別に整理できる可能性が高く、市民文化系

は負、社会教育系は正、子育て支援系ほぼ±0、スポーツ・レクレ

ーション系は正になる可能性が高い。そのため特に市民文化系の公

共施設の整備検討は、立地環境など事前調査を踏まえた必要性を慎

重に検討する必要がある。 
・複合施設が必ずしも便益が高い施設ではない分析結果を見ても、複

合化すれば住民の満足度を満たすとは限らない。単独でも便益が高

い施設用途を組み合わせた複合化など、施設全体の便益を正とする

用途を組合せた施設整備が求められる注 6)。 
・公共施設の場合は、CBR だけでなく純便益と総費用の関係から、

既存公共施設の再整備の優先順位や方向性を具体的に整理するこ

とが望ましいが、特に財政負担削減の面から総費用を抑える工夫が

求められる。 
 
 なお本論の便益算出手法は、アンケートが不可欠である上に複雑な

便益計算を行う必要があるため、その手間や費用の負担が大きく自治

体職員が気軽に算出することが難しい。そこで今後は、便益の算出に

必要となる項目を整理し、特にアンケートが必要な項目は最小限(可
能であれば保有情報や公開情報で代用)となる簡潔な費用便益分析手

法の確立が求められるだろう。また本論で分析対象外となった施設・

用途も含めた費用便益分析手法を確立し、鴻巣市以外の自治体におい

ても検証を行うことを今後の課題としたい。 
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一方で追加整備が必要な施設の整備方針についても整理すること

が可能である。例えば再整備が必要な施設が複数あれば、総便益が高

い施設から整備することが望ましいが、一方で総費用を抑える工夫が

求められる。そのため仮にスポーツ・レクレーション系施設が不足し

ている場合に、学校施設の体育館・校庭・プールなどを住民開放・夜

間利用を実施する取組みは、新設よりも総費用を抑えることで純便益

を高める有効な手段であると考えられる。 
5.2 民間施設活用の有効性検討 

公共サービスの提供は必ずしも公共施設である必要はないため、民

間施設に移転させることでサービスの質を確保しながら費用削減を

実現する官民連携の検討が求められている。 
そこで再整備の検討が必要な既存施設のうち、総費用が相対的に高

く民間施設利用料金以上になる施設は、民間施設の活用を積極的に検

討し保有施設の総量縮減を目指すべきである。例えば老朽化した 2 校

のプールを更新せずにプール授業の民間委託に切り替えた千葉県佐

倉市の事例 18)は、この条件に該当すると考えて良いだろう。一方で総

便益・総費用ともに低い施設は民間委託には適さないため、積極的に

地域住民や民間企業への譲渡・売却を検討するべきである。 
 
6. おわりに 

 本論では、クーン・タッカー・モデルを用いた旅行費用法に基づく

既存公共施設の費用便益分析手法を提案し、鴻巣市の 26 施設を対象

にアンケートの結果や施設情報などを用いて検証を行ったところ、従

来の評価手法では困難な用途が異なる複数の既存公共施設を同等に

評価する指標を示すことが可能であることが判明した。 
なお本論の提案手法により、住民の満足度や必要性が高い公共施設

の抽出が可能となり、再整備が必要な施設の優先順位や方向性の提示

や客観的な指標を基に庁内や住民らへの再整備の必要性や方向性を

説明する根拠として、公共施設の費用便益を算出し活用することが有

用であることを確認した。以下にその詳細を示す。  
 

・公共施設の総費用は、延床面積・年間利用人数・取得費といった施

設情報とほぼ比例関係であることが判明したため、施設規模や投資

金額から将来的に必要となる費用を概算することは可能だが、総便

益を予想することは難しい。 
・公共施設の純便益は用途別に整理できる可能性が高く、市民文化系

は負、社会教育系は正、子育て支援系ほぼ±0、スポーツ・レクレ

ーション系は正になる可能性が高い。そのため特に市民文化系の公

共施設の整備検討は、立地環境など事前調査を踏まえた必要性を慎

重に検討する必要がある。 
・複合施設が必ずしも便益が高い施設ではない分析結果を見ても、複

合化すれば住民の満足度を満たすとは限らない。単独でも便益が高

い施設用途を組み合わせた複合化など、施設全体の便益を正とする

用途を組合せた施設整備が求められる注 6)。 
・公共施設の場合は、CBR だけでなく純便益と総費用の関係から、

既存公共施設の再整備の優先順位や方向性を具体的に整理するこ

とが望ましいが、特に財政負担削減の面から総費用を抑える工夫が

求められる。 
 
 なお本論の便益算出手法は、アンケートが不可欠である上に複雑な

便益計算を行う必要があるため、その手間や費用の負担が大きく自治

体職員が気軽に算出することが難しい。そこで今後は、便益の算出に

必要となる項目を整理し、特にアンケートが必要な項目は最小限(可
能であれば保有情報や公開情報で代用)となる簡潔な費用便益分析手

法の確立が求められるだろう。また本論で分析対象外となった施設・

用途も含めた費用便益分析手法を確立し、鴻巣市以外の自治体におい

ても検証を行うことを今後の課題としたい。 
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注 
注1) 本論では、住民の感覚ではなく実際の影響を踏まえた施設整備の方向性

を検討するために、人々に環境価値を直接たずねることで環境価値を評

価する表明選好法ではなく、人々の経済活動から得られるデータをもと

にして環境価値を評価する顕示選好法を採択した。なお公共施設には明

確な市場価格がなく施設・環境情報なども最低限しか整理されていない

場合が多いことから、顕示選好法の中でも「代替法」や「ヘドニックアプ

ローチ」よりも「旅行費用法」が適していると考え採用した 19）。その結

果、施設用途による設備や環境の違いが便益に直接反映されないため、用

途が異なる施設間の比較も可能であると考えた。なお本研究における便

益は「鴻巣市民の施設利用による効用」のみであり、土地利用効果・建築

性能・環境配慮などについては今後の検討としたい。 
注2) 鴻巣市公共施設等総合管理計画 14)の情報を基に算出した。 
注3) 寿命や築後年数によって費用や便益は変化すると考えられるが、現状で

は「適切な維持管理が実現できているか」「いつまで使い続けるのか」な

どを確認・評価する情報がないため、50 年という寿命を一律に設定し寿

命内は同水準の便益が保たれていると仮定した。 
注4) スポーツ・レクレーション施設のうち 3 施設(施設 24、25、26)は屋外施

設が多いため、延床面積ではなく敷地面積を用いて𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐶𝐶を算出している。ま

た本来は費用と便益を同年度に揃えるべきであるが、資料収集の都合か

ら本論では年度が異なる費用と便益を基に費用便益分析を行う。 
注5) 本論では，奥山 7)の Kuhn-Tucker model の Type 3 を踏襲しているが、

海水浴場のみを対象とした奥山とは異なり複数の施設種別を扱っている。

そのため施設種別ごとにパラメータ推定を行っているため、奥山よりΣ

が一つ増えた拡張モデルである。 
注6) 本論では直接複合施設の便益を求めてはいないため単純に用途施設の組

み合わせで便益を予測できるとは限らないが、複合施設内の用途別には

便益を算出しているため、その和は複合施設全体の便益に近いと考えら

れる。 
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